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ganic light emitting element wherein a first
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18 forming the cathode includes: an A l thin lay
er forming step, wherein an A l thin layer

18 having a thickness of 0 . 1-10 nm i s formed
Ί adjacent to the organic compound layer; and

a metal layer laminating step, wherein a met
al layer having a thickness of 70 nm-10 µπι
i s laminated adjacent to an A l thin layer sur

12 3 face on the reverse side of the surface adja
cent to the organic compound layer. The
method i s also characterized in that the A l

thin layer forming step i s performed in a vacuum of l 10 8 to 1x 10 a, and that the A l thin layer obtained in the A l thin layer form
ing step i s held in the vacuum of l l O 8 to 1 l O 2 Pa until the metal layer i s laminated adjacent to the A l thin layer in the metal layer
laminating step.
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添付公開書類：

国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

本発 明 は、陰極 か ら有機 化合 物層 に効率 的に電子注入 を行 うことが可能 で あ り、有機発 光素子 を製造
す る際の有機化合物層へ の ダメー ジが低減 され た、発 光効率 に優 れ る有機発光素子の製造 方法 を提供 す
る ことを 目的 とす る。本発 明の有機発光素子の製造方法 は、第 1 の基板 、陽極 、発光層 を含む有機化合
物層、 および光反射性の陰極が この順 で積 層 され た有機発 光素子 の製造方法 で あ って、前記陰極 を形成
す る工程が 、有機化合物層 に隣接 して、厚 さ 0 . 1 〜 1 O n m の A I 薄 層 を形成す る A I 薄 層形成工程
と、 A I 薄 層の有機 化合物層 に隣接す る面 とは反対の 面に隣接 して、厚 さ 7 0 n m 〜 1 0 m の金属 層
を積層す る金属 層積 層工程 とを含み 、 A I 薄層形成工程 を 1 χ 1 O s~ 1 χ 1 0 -2 P a の真空 中で行 い、 A
I 薄層形成工程 で得 られ た A I 薄 層 を、金属層積 層工程 に ょ リ該 A I 薄層 に隣接 して金属 層が積 層 され
るまで、 1 χ 1 0 - ~ 1 1 0 -2 P a の真空 中に保持す る ことを特徴 とす る。



明 細 書

発明の名称 ：有機発光素子の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、陽極と陰極の間に挟まれた有機化合物層に電圧を印加すること

により発光する有機発光素子の製造方法に関する。

背景技術

[0002] 有機発光素子は、陽極と陰極との間に有機化合物からなる発光層等の有機

化合物層が挟まれた構造を有 し、自発光や低消費電力の特徴からディスプレ

ィゃ照明への応用が期待されている。有機発光素子は、陽極および陰極から

それぞれ正孔および電子が発光層へ注入され、これらの電荷が再結合する際

に生じるエネルギーを発光材料が吸収 し、発光する。

[0003] 一般に陰極から発光層への電子の注入障壁を下げると駆動電圧も低下する

ため、陰極を形成する材料としては仕事関数の小さい金属が用いられる。ま

た発光層から放射される光を陽極側から有機発光素子の外部へ取り出す場合

には、陰極が光を反射することで発光効率を向上させることができる。この

ような陰極として従来は、真空蒸着法などにより有機化合物層上に形成され

た 1 0 0 n m程度の厚さのアルミニウム （A I ) 膜が用いられてきた （例え

ば、特許文献 1参照）。 しかし真空蒸着法によりA I を成膜するためには、

通常高いエネルギーが必要であるため、陰極形成時に有機化合物層、特に陰

極との界面付近の有機化合物層が劣化 し、発光効率の低下や、発光面内の輝

度が不均一になるといつた問題があつた。

[0004] A I の陰極を有機層上に直接成膜 しなければ、上記のようなA I を成膜す

る際の有機化合物層へのダメ一ジを抑えることができる。例えば特許文献 2

に開示されているように、陰極を別途基板上に真空蒸着法により成膜 した後

で有機化合物層に密着させれば、有機層を高エネルギーに曝すことなく陰極

が形成される。 しかし基板上に成膜されたA I 膜の表面は、たとえ真空中で

あっても劣化するため、この表面を有機化合物層へ密着させても効率的な電



子注入ができず、依然として発光効率が低いという問題があった。なお、該

劣化は不可避的に存在する極微量の残存ガスなど起因すると考えられる。

先行技術文献

特許文献
[0005] 特許文献1 ：特表平 1 0 — 5 1 1 7 1 8 号公報

特許文献2 ：特開平 9 — 7 7 6 3 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0006] 本発明は、上記従来技術の有する課題を鑑みてされたものであり、陰極か

ら有機化合物層に効率的に電子注入を行うことが可能であり、かつ有機発光

素子を製造する際の有機化合物層へのダメージが低減された、発光効率に優

れる有機発光素子の製造方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0007] 本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意検討を行った結果、有機化

合物層の表面に、真空中で直接成膜する薄いA I 層と、該A I 層の表面に真

空中でさらに金属層を設けた積層膜からなる陰極は、A I の高い電子注入効

率と、陰極の光反射性が維持されるとともに、有機化合物層への陰極形成時

のダメージが抑制され、発光効率が高く、発光面内の輝度分布が均一な有機

発光素子が得られることを見出し、本発明を完成させた。

[0008] すなわち、本発明の有機発光素子の製造方法は、例えば以下の （1 ) ~ (

7 ) に関する。

[0009] ( 1 ) 第 1の基板、陽極、少なくとも発光層を含む有機化合物層、およ

び光反射性の陰極がこの順で積層された有機発光素子の製造方法であつて、

前記光反射性の陰極を形成する工程が、

( ) 前記有機化合物層に隣接して、厚さが0 . 1 ~ 1 0 n mのA I 薄

層を形成するA I 薄層形成工程と、

( ί ) 前記A I 薄層の、前記有機化合物層に隣接する面とは反対の面



に隣接 して、厚 さが 7 0 n m ~ 1 0 バm の金属層 を積層する金属層積層工程

とを含み、

前記 A I 薄層形成工程 を 1 X 0 -8 ~ X 0 -2 P a の真空 中で行 い、前記

A I 薄層形成工程 で得 られた A I 薄層 を、前記金属層積層工程 によ り該 A I

薄層 に隣接 して金属層が積層 され るまで、 1 X 0 - X 0 -2 P a の真空

中に保持する、有機発光素子の製造方法。

[001 0] ( 2 ) 前記 A I 薄層形成工程 が、前記有機化合物層の表面 に真空蒸着法

によ り前記 A I 薄層 を形成 する工程 であ り、

前記金属層が、 A g 、 S b 、 l n 、 M g 、 M n 、 P b および Z n か らなる

群 よ り選択 され る少な くとも 1 種 の金属 またはその合金か らな り、

前記金属層積層工程 が、前記 A I 薄層の表面 に真空蒸着法 によ り前記金属

層 を形成 する工程 である、 （1 ) に記載 の有機発光素子の製造方法。

[001 1] ( 3 ) 前記金属層積層工程 が、第 2 の基板上 に形成 された厚 さが 7 0 n

m ~ 0 m の金属層 を、前記第 2 の基板 とともに前記 A I 薄層 に密着 させ

ることで積層する工程 である、 （1 ) に記載 の有機発光素子の製造方法。

[001 2] ( 4 ) 前記金属層が、 A g 、 A I および R h か らなる群 よ り選択 され る

少な くとも 1 種 の金属 または合金か らなる、 （3 ) に記載 の有機発光素子の

製造方法。

[001 3 ] ( 5 ) 前記陰極 を形成 する工程 が、前記金属層積層工程 の後 に、前記金

属層 を前記第 2 の基板 か ら剥離 する工程 を含む、 （3 ) または （4 ) に記載

の有機発光素子の製造方法。

[0014] ( 6 ) 前記有機発光素子が、前記第 1 の基板上の少な くとも外縁部 の一

部 を含む領域 に、前記陰極 を電源 に電気接続 するための端子部 を有 し、

前記第 2 の基板 が、前記金属層 と同一の面上 に、前記金属層 と同 じ金属か

らな り、前記金属層 に電気的に接続 した配線部 を有 し、

前記金属層積層工程 において、前記端子部 と前記配線部 とを電気的に接続

する、 （3 ) または （4 ) に記載 の有機発光素子の製造方法。

[001 5] ( 7 ) 前記有機化合物層が、前記 A I 薄層 に隣接 したアル カ リ金属 また



は アル カ リ金属化合物 を含 む電子輸 送層 を有 す る、 （1 ) ~ ( 6 ) の いずれ

か一項 に記載 の有機 発光素 子 の製 造方法。

発明の効果

[001 6] 本発 明の有機 発光素 子 の製 造方法 によ り製 造 され た有機 発光素 子 は、 発光

効率 が高 く、 発光面 内の輝度 分布 が均 一 であ る。

図面の簡単な説明

[001 7] [ 図 1] 本発 明の有機 発光素 子 の製 造方法 によ り製 造 され る有機 発光素 子 の一例

を示 す断面概 略 図であ る。

[ 図 2 ] 本発 明の有機 発光素 子 の製 造方法 によ り製 造 され る有機 発光素 子 の一例

を、端 子部、 配線部 を含 め て示 した断面概 略 図であ る。

[ 図 3] 本発 明の有機 発光素 子 の製 造方法 によ り製 造 され る有機 発光素 子 の別 の

一例 を示 す断面概 略 図であ る。

発明を実施するための形態

[001 8 ] 本発 明の有機 発光素 子 の製 造方法 は、 第 1 の基板、 陽極 、 少な くとも発光

層 を含 む有機 化合物 層、 お よび光反射性 の陰極 が この順 で積 層 され た有機 発

光素 子 の製 造方法 であ って、前 記光反射性 の陰極 を形成 す る工程 が、 し ）

前 記有機 化合物 層 に隣接 して、厚 さが 0 . 1 ~ 1 0 n m の A I 薄層 を形成 す

る A I 薄層形成 工程 と、 （ί ί ) 前 記 A I 薄層 の、前 記有機 化合物 層 に隣接

す る面 とは反対 の面 に隣接 して、厚 さが 7 0 n m ~ 0 の金属層 を積 層

す る金属層積 層工程 とを含 み、前 記 A I 薄層形成 工程 を 1 X 0 -8~ X 0 -

2 P a の真 空 中で行 い、前 記 A I 薄層形成 工程 で得 られ た A I 薄層 を、前 記金

属層積 層工程 によ り該 A I 薄層 に隣接 して金属層 が積 層 され る まで、 1 X

0 - X 0 -2 P a の真 空 中 に保 持 す る ことを特徴 とす る。

[001 9] 以 下、 本発 明 を図面 と共 に詳細 に説 明す る。

[0020] 図 1 は本発 明の有機 発光素 子 の製 造方法 によ って製 造 され る有機 発光素 子

の一例 を示 した断面概 略 図であ る。 な お、 便宜上、 第 1 の基板 1 1 か ら第 2

の基板 1 7 に向か う積 層方 向 を 「上 」 とい う。

[0021 ] 有機 発光素 子 1 0 は、 第 1 の基板 1 1 上 に、 正孔 を注入 す るため の陽極 1



2 と、少なくとも発光層を含む有機化合物層 1 3 と、有機化合物層 1 3 に電

子を注入し、また発光層で発光した光を第 1の基板 1 1側へ反射するための

陰極 1 4 が順次積層された構造を有する。陰極 1 4 は、有機化合物層 1 3 に

隣接するように形成されたA I 薄層 1 5 と、金属層 1 6 とからなり、金属層

1 6 はA I 薄層 1 5 の有機化合物層 1 3 と隣接する面とは反対の面に隣接す

るように積層して形成されてなる。なお、第 1の基板 1 1および第 2 の基板

7 はその間に挟まれた接着部材 1 8 によって固定されている。

[0022] 第 1の基板 1 1は、第 2 の基板 1 7 とともに、陽極 1 2 、有機化合物層 1

3 および陰極 1 4 を有する有機発光素子 1 0 を形成するための支持体となる

ものである。

[0023] 有機発光素子 1 0 において第 1の基板 1 1側から光を出射するため、第 1

の基板 1 1は、発光層から発せられる光に対して透明であることが必要であ

る。このような透明な第 1の基板 1 1 に用いられる材料としては、具体的に

は、サファイアガラス、ソーダガラス、石英ガラスなどのガラス類 ；ァクリ

ル樹脂、ポリカ一ボネ一卜樹脂、ポリエステル樹脂、シリコ一ン樹脂などの

透明樹脂 ；窒化アルミなどの金属窒化物 ；アルミナなどの透明金属酸化物な

どが挙げられる。なお、第 1の基板 1 1 として、上記透明樹脂からなる樹脂

フイルム等を使用する場合は、この樹脂フイルム等の水、酸素などのガスに

対する透過性が低いことが好ましい。ガス透過性が高い樹脂フイルム等を使

用する場合は、光の透過性を大きく損なわない範囲でガスの透過を抑制する

バリァ性薄膜を形成することが好ましい。

[0024] 発光層から出射した光は、陰極 1 4 によって第 1の基板 1 1側に反射され

るため、第 2 の基板 1 7 に用いられる材料としては可視光に対して透明であ

るものに限られず、不透明なものも使用できる。具体的には、上記の透明材

料に加えて、シリコン （S ί ) 、銅 （C u ) 、銀 （A g ) 、金 （A u ) 、白

金 （P t ) 、タングステン （W) 、チタン （Τ ί ) 、タンタル （T a ) 、も

しくはニオブ （N b ) の単体、またはこれらの合金、あるいはステンレスな

ども使用することができる。第 2 の基板 1 7 の材料が導電性を有する場合、



陰極 1 4 との間に絶縁層を形成 して、これらの間を絶縁 してもよい。

[0025] 第 1 の基板 1 1 および第 2 の基板 1 7 の厚さは、要求される機械的強度に

もよるが、好ましくは0 . 1 ~ 1 0 m m、より好ましくは0 . 2 5 ~ 2 m m

である。

[0026] 陽極 1 2 は、陰極 1 4 との間で電圧を印加することで、有機化合物層 1 3

に正孔を注入する。陽極 1 2 に使用される材料としては、電気伝導性を有す

るものである必要があり、 _ 5 ~ 8 0 °Cの温度範囲で面抵抗が 1 Ο Ο Ο Ω /

口以下であることが好ましく、 1 0 Ο Ω / 口以下であることがさらに好まし

い。

[0027] このような条件を満たす材料として、導電性金属酸化物、金属、合金が使

用できる。ここで、導電性金属酸化物としては、例えば、 I T O (酸化イン

ジゥムスズ）、 I Z O (酸化インジウム亜鉛）、酸化亜鉛および酸化スズが

挙げられる。また金属としては、銅 （C u ) 、銀 （A g ) 、金 （A u ) 、白

金 （P t ) 、タングステン （W) 、チタン （Τ ί ) 、タンタル （T a ) 、二

才プ （N b ) 等が挙げられる。そしてこれらの金属を含む合金やステ ンレス

も使用できる。これらのうち、透明な陽極に用いられる材料としては、酸化

インジウム、酸化亜鉛、酸化スズ、それらの複合体である I T O (酸化イン

ジゥムスズ）や I Z O (酸化インジウム亜鉛）、金、白金、銀、銅が挙げら

れる。これらの中でも、電気伝導性が高く、有機化合物層 1 3 への正孔注入

が容易な点で、 I T O、 I Ζ Ο 、酸化スズが好ましい。また、ポリア二リン

もしくはその誘導体、ポリチ才フェンもしくはその誘導体等の有機物からな

る透明導電膜を用いてもよい。

[0028] 陽極 1 2 の厚さは、発光層から入射された光を、陽極 1 2 を通 して有機発

光素子 1 0 の第 1 の基板 1 1側から外部に出射 したい場合は、高い光透過性

を得るため、 2 ~ 3 0 0 n mであることが好ましい。また光が陽極 1 2 を透

過 しない場合、例えば陽極層 1 2 に細孔が形成され、この細孔を通 して有機

発光素子 1 0 の第 1 の基板 1 1側から光を出射する場合には陽極 1 2 の厚さ

は、例えば、 2 n m~ 2 m mで形成することができる。



[0029] 陽極 1 2 を第 1 の基板 1 1 上に形成するには、真空蒸着法 （抵抗加熱蒸着

法、誘導加熱蒸着法、電子 ビーム蒸着法など）、 スパ ッタ リング法、イオ ン

プレーテ ィング法、 C V D 法などの真空成膜法、ス ピンコーテ ィング法、デ

イツプコ一テ ィング法、インクジェッ ト法、印刷法 （スク リーン印刷法など

) 、スプレー法、デ ィスペ ンサー法などの塗布成膜法を用いることができる

[0030] 有機化合物層 1 3 は、少な くとも発光層を含む 1 層 または積層された複数

層の有機化合物層か らな り、該発光層は、陽極 1 2 と陰極 1 4 との間に電圧

を印加することで発光する発光材料を含む。 このような発光材料 と しては、

公知の発光材料を使用することができ、発光性ポ リマ 一化合物および発光性

非ポ リマ 一化合物のいずれも使用することができる。本実施の形態では、発

光材料 と して燐光発光性有機化合物 を使用することが好ま しく、中でもシク

ロメタル化錯体を用いることが、発光効率向上の観点か ら望 ま しい。シクロ

メタル化錯体 と しては、例えば、 2 _ フエ二ル ビリジン誘導体、 7 ， 8 _ ベ

ンゾキノリン誘導体、 2 _ ( 2 —チェニル） ピリジン誘導体、 2 _ ( 1 —ナ

フチル） ピリジン誘導体、 2 _ フエ二ルキノリン誘導体等の配位子を有する

イ リジウム、 白金および金等の錯体が挙げられ、イ リジウム錯体が特 に好ま

しい。シクロメタル化錯体は、シクロメタル化錯体を形成するのに必要な配

位子以外に、他の配位子を有 していてもよい。

[0031 ] また、発光性ポ リマ 一化合物 と しては、 M E H — P P V (ポ リ [ 2 —メ 卜

キシ一 5 _ ( 2 —ェチルへキシル才キシ） _ 1 ， 4 _ フエ二 レンビニ レン]

) な どのポ リ_ p —フエ二 レンビニ レン （P P V ) 誘導体、ポ リフルオ レン

誘導体、ポ リチ才 フ ェ ン誘導体等の 共役系のポ リマー化合物 ；色素分子 と

テ トラフエ二ルジァミン誘導体 または 卜リフエニルァミン誘導体 とを主鎖 ま

たは側鎖 に導入 したポ リマ 一等が挙げられる。発光性ポ リマ 一化合物 と発光

性非ポ リマ 一化合物 とを併用 してもよい。

[0032] 発光層は発光材料 とともにホス 卜材料を含み、ホス 卜材料中に発光材料が

分散 されていてもよい。 このようなホス ト材料は、電荷輸送性 を有 している



ことが好ましく、正孔輸送性化合物や電子輸送性化合物であることが好まし

い。

[0033] 発光層の厚さは、 1 ~ 5 0 0 n mが好ましく、より好ましくは 5 ~ 2 5 0

n m、特に好ましくは 1 0 ~ 1 O O n mである。

[0034] 有機化合物層 1 3 は、陽極 1 2 から正孔を受け取り、発光層へ輸送するた

めの正孔輸送層を陽極 1 2 と発光層との間に含んでいてもよい。このような

正孔輸送層を形成する材料としては、公知の正孔輸送材料を使用することが

でき、例えば、 T P D ( N , N ' —ジフエニル—N，N ' —ジ （3 —メチル

フエニル） _ 1， —ビフエニル _ 4 ，4 ' —ジァミン）、 —N P D (

4 ，4 ' —ビス [ N — ( 1 —ナフチル） 一 N —フエニル ァミノ] ビフエ二ル

) 、m—M T D A T A ( 4 、4 ' ，4 ' ' — 卜リス [ N — ( 3 —メチルフエ

ニル） 一 N —フエニル ァミノ] 卜リフエニル ァミン）等の 卜リフエニル アミ

ン誘導体 ；ポリビニルカルバゾ一ル ；上記 卜リフヱニルァミン誘導体に重合

性置換基を導入 して重合 したポリマー化合物などが挙げられる。上記正孔輸

送材料は、 1種単独でも、 2 種以上を混合 して用いてもよく、異なる正孔輸

送材料から形成された複数の正孔輸送層を積層 してもよい。

[0035] 正孔輸送層の厚さは、正孔輸送層の導電性などに依存するため、一概に限

定できないが、好ましくは 1 n m~ 1 m、より好ましくは 5 ~ 5 0 0 n m

、特に好ましくは 1 0 ~ 1 O O n mである。

[0036] また、上記正孔輸送層と陽極 1 2 との間に、陽極 1 2 から正孔輸送層への

正孔注入障壁を緩和するために 1 ~ 5 0 n mの厚さの正孔注入層が設けられ

ていてもよい。上記正孔注入層を形成する材料としては、銅フタロシアニン

、ポリエチレンジ才キシチ才フェン （P E D O T ) とポリスチレンスルホン

酸 （P S S ) との混合物 （P E D O T ：P S S ) 、フル才ロカ一ボン、二酸

化ケィ素などの公知の材料が用いられるほか、上記正孔輸送層に用いられる

正孔輸送材料と2 ，3 ， 5 , 6 —テ トラフル才ロテ 卜ラシァノ_ 1，4 _ ベ

ンゾキノジメタン （F 4 T C N Q ) などの電子受容体との混合物を用いるこ

ともできる。



[0037] 上記有機化合物層 1 3 は、陰極 1 4 から電子を受け取り、発光層へ輸送す

るための電子輸送層を、発光層と陰極 1 4 との間に有 していてもよい。この

ような電子輸送層に用いることができる材料としては、キノリン誘導体、フ

ェナン トロリン誘導体、才キサジァゾ一ル誘導体、ペ リレン誘導体、 ピリジ

ン誘導体、 ピリミジン誘導体、キノキサ リン誘導体、ジフエ二ルキノン誘導

体、ニ トロ置換フルオレン誘導体、 卜リアリ一ルポラン誘導体、 卜リアジン

誘導体、 卜リアリ一ルホスフィン才キサイ ド誘導体などの電子輸送材料が挙

げられる。更に具体的には、 卜リス （8 —キノリノラ ト）アルミニウム （略

称 ：A I q ) 、 ビス [ 2 — ( 2 —ヒドロキシフエニル）ベンゾ才キサゾラ 卜

] 亜鉛、 ビス [ 2 — ( 2 —ヒドロキシフエニル）ベンゾチアゾラ 卜] 亜鉛、

2 - ( 4 —ビフエ二リル）_ 5 _ ( 4 - t e r t —プチルフエ二ル）一 1，

3 ，4 —才キサジァゾ一ルなどが挙げられる。

[0038] 電子輸送層は、アル力リ金属またはアル力リ金属化合物を含有する電子輸

送層であることが好ましく、上記の電子輸送材料と仕事関数の小さいアル力

リ金属との混合物または、上記の電子輸送材料のアルカリ金属塩 （アルカリ

金属化合物）からなることがより好ましい。このような電子輸送層は電子移

動度が高く、有機発光素子 1 0 を低電圧で駆動することができるが、 A I 薄

層 1 5 をこの電子輸送層に接 して形成することで電子の注入障壁を大きく低

下させることができる。

[0039] 電子輸送層の厚さは、電子輸送層の導電性などに依存するため、一概に限

定できないが、好ましくは 1 ~ 5 0 0 n m、より好ましくは 5 ~ 1 0 0 n m

である。

[0040] また、正孔が発光層を通過することを抑え、発光層内で正孔と電子とを効

率よく再結合させる目的で、上記電子輸送層と発光層との間に、 1 ~ 5 0 n

mの厚さの正孔プロック層が設けられていてもよい。この正孔プロック層も

有機化合物層 1 3 に含まれる層の 1 つとして捉えることができる。上記正孔

プロック層を形成するために、 卜リァゾ一ル誘導体、才キサジァゾ一ル誘導

体、フエナン トロリン誘導体などの公知の材料が用いることができる。



[0041 ] また、陰極 1 4 か ら有機化合物層 1 3 への電子の注入障壁を下げて電子の

注入効率 を上げる目的で、陰極バ ッファ層を、陰極 1 4 に隣接 して有機化合

物層 1 3 側 に設けてもよい。陰極バ ッファ層に使用される材料 と しては、陰

極 1 4 より仕事関数の低い金属材料などが好適である。例えば、 アル力 リ金

属 （N a 、 K 、 R b 、 C s ； 、 アルカ リ土類金属 （S r 、 B a 、 C a 、 M g

) 、希土類金属 （P r 、 S m、 E u 、 Y b ) 、あるいはこれ ら金属のフッ化

物、塩化物、酸化物か ら選ばれる物質あるいは 2 つ以上の混合物 を使用する

ことができる。陰極バ ッファ層の厚 さは 0 . 1 ~ 5 0 n mが好ま しく、 0 . 1

~ 2 0 n mがより好ま しく、 0 . 5 ~ 1 0 n mがより一層好ま しい。なお、本

明細書中では無機化合物か らなる陰極バ ッファ層であっても、便宜上有機化

合物層 1 3 を構成する層の 1 つとみなす。

[0042] 有機化合物層 1 3 を形成するには、陽極 1 2 と同様の手法を使用すること

ができる。ただ し有機化合物層 1 3 に含 まれる各層の成膜 には、抵抗加熱蒸

着法 または塗布成膜法がより好ま しく、高分子有機化合物 を含む層の成膜 を

行 うには塗布成膜法が特 に好ま しい。塗布成膜法により成膜 を行 う場合は、

成膜 を行いたい層を構成する材料を、有機溶媒や水等の所定の溶媒に溶解 ま

たは分散 させた塗布液の塗布を行 う。塗布を行 った後は、加熱あるいは真空

引きを行 って塗布溶液 を乾燥 させることで所望の層が形成 される。

[0043] 陰極 1 4 は、発光層か ら出射する光を反射する性質、すなわち光反射性の

陰極である。陰極 1 4 は、発光層か ら出射する光に対する反射率が 5 0 ~ 1

0 0 % であることが好ま しく、 7 0 ~ 1 0 0 % 以上であることがより好ま し

い。

[0044] 本発明の有機発光素子の製造方法において、光反射性の陰極 1 4 を形成す

る工程は、 （ί ) 有機化合物層 1 3 に隣接 して、厚 さが 0 . 1 n m ~ 1 0 η

mの A I 薄層 1 5 を形成するA I 薄層形成工程 と、 （ί ί ) A I 薄層 1 5 の

、有機化合物層 1 3 に隣接する面 とは反対の面に隣接 して、厚 さが 7 0 n m

~ 1 0 mの金属層 1 6 を積層する金属層積層工程 とを含む。

[0045] 本発明の有機発光素子の製造方法では、前記 A I 薄層形成工程 を 1 X 1 0 -8



~ 0 -2P a の真空中で行い、前記A I 薄層形成工程で得られたA I 薄層

を、前記金属層積層工程により該A I 薄層に隣接して金属層が積層されるま

で、 1 X 1 0 -8~ 1 X 1 0 -2P a の真空中に保持する。すなわち、A I 薄層は

、その形成の際および、A I 薄層が形成されたのち、金属層が積層される迄

は、 1 X 1 0 -8~ 1 X 0 -2P a の真空中に保持される。言い換えると、前記

A I 薄層形成工程および前記金属層積層工程は、 1 X 1 0 - X 0 - 2 P a

の真空中で行われ、前記A I 薄層形成工程と、金属層積層工程との間に別の

工程を含む場合には、該工程も含め 1 X 1 0 -8~ 1 X 1 0 -2P a の真空中で行

われる。なお、別の工程としては、例えば前記A I 薄層形成工程と前記金属

層積層工程との間に、A I 薄層の検査を行う工程や、A I 薄層が形成された

基板の搬送工程等が挙げられる。

[0046] 陰極 1 4 を構成する層の中で、A I 薄層 1 5 は有機化合物層 1 3 へ電子を

注入する活性層である。A I 薄層 1 5 を 1 X 1 0 -8~ 1 X 1 -2P a の真空中

で有機化合物層 1 3 に接して形成することで、電子注入材料としてのA I の

活性を低下させることがなく、効率的な電子注入を行うことができる。従つ

て、A I 薄層 1 5 は真空成膜法を用いて成膜され、具体的には真空蒸着法 （

抵抗加熱蒸着法、誘導加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法など）、スパッタリン

グ法、イオンプレーティング法、C V D法などの方法で成膜され、中でも大

面積を均一な膜厚で成膜することが容易な真空蒸着法による成膜が好ましい

[0047] しかし真空中でのA I の成膜には高いエネルギーが必要であり、例えば真

空蒸着法ではA I の蒸発温度が高く高温に加熱しなければならないため、従

来の有機発光素子における陰極のように 1 0 0 n m程度の厚さにA I を成膜

すると、輻射熱によって有機化合物層がダメージを受け、発光効率が低下し

たり発光面内の輝度分布が不均一になったりする問題がある。本発明ではA

I 薄層 1 5 を0 . 1 ~ 1 0 n mの薄い層とすることで有機化合物層 1 3 が高

温に曝される時間を短縮でき、A I の効率的な電子注入の特性を維持しなが

ら、有機化合物層へのダメージを抑制できる。なお、前記厚さのA I 薄層は



光透過性を有する。有機化合物層 1 3 へのダメージがさらに抑制される観点

から、六 1薄層 1 5 の膜厚は0 . 1 ~ 5 n mがより好ましい。なお、真空蒸

着法における成膜速度は蒸着源の温度や蒸着源と被蒸着面である有機化合物

層 1 3 の上面との距離に依存するため、A I 薄層 1 5 の膜厚が上記の範囲に

なるよう制御すれば、有機化合物層 1 3 へのダメージは抑えられる。すなわ

ち、例えば蒸着源の温度を上げると成膜速度は上がるため、有機化合物層 1

3 はより高温に曝されるが、その時間は短縮される。

[0048] 陰極 1 4 を構成する層の 1つである金属層 1 6 は、A I 薄層 1 5 の光反射

性と電気伝導性を補うための層であり、A I 薄層 1 5 の有機化合物層 1 3 に

隣接する面とは反対の面に隣接して形成される。金属層 1 6 に用いられる材

料は光反射性と電気伝導性を有するものであれば特に限定されず、金属の単

体または合金が望ましい。金属の単体の中では、可視光領域の全域にわたつ

て光反射率の高いA g 、 A し R h が好ましい。金属層 1 6 の厚さは、形成

が容易で、光反射性と電気伝導性が高い観点から7 0 n m~ 0 が好ま

しく、 1 0 0 n m~ 1 mがより好ましい。

[0049] 金属層 1 6 は、A I 薄層 1 5 を 1 X 1 0 -8~ 1 X 1 0 -2P a の真空中で成膜

した後、この真空を保ったままA I 薄層 1 5 上に積層される。これによりA

I 薄層 1 5 と有機化合物層 1 3 との界面におけるA I の高い活性を維持して

陰極 1 4 を形成できる。

[0050] しかし真空中で金属層 1 6 を直接A I 薄層 1 5 上に成膜することにより積

層する場合であり、該金属層 1 6 を構成する金属として、A I あるいは、A

I よりも成膜に高いエネルギーを必要とするR h などの金属を用いる場合に

は、A I 薄層 1 5 上に金属層 1 6 を直接成膜すると、有機化合物層 1 3 が熱

などによるダメージを受ける。そこで、金属層 1 6 の材料を別途第 2 の基板

1 7 上に成膜し、これを第 2 の基板 1 7 とともにA I 薄層 1 5 に金属層 1 6

が重なるように密着させることで、金属層 1 6 を積層すると、金属層 1 6 の

積層時の有機化合物層 1 3 へのダメージを抑えることができる。第 2 の基板

7 への金属層 1 6 の成膜方法は、上記の陽極 1 2 と同じ方法を用いること



ができる。 また、第 2 の基板 1 7 への金属層 1 6 の成膜は必ず しも真空中で

行 う必要はな く、大気圧下で塗布法などにより成膜 した後、真空中 （1 X 1

0 -8~ X 0 - 2 P a ) で A I 薄層 1 5 に貼 り合わせてもよい。

[0051 ] 第 2 の基板 1 7 は、光硬化性樹脂や熱硬化性樹脂などの接着部材 1 8 によ

つて第 1 の基板 1 1 と接着されていることが好ま しい。

[0052] 図 2 は本発明の有機発光素子の製造方法により製造される有機発光素子の

実施形態の一例を、端子部、配線部を含めて示 した断面概略図である。

[0053] 図 2 に示 した有機発光素子 1 0 は、図 1 の有機発光素子 1 0 に加えて、陰

極 1 4 を電源に電気接続するための端子部 1 9 と、端子部 1 9 を陰極 1 4 と

電気接続するための配線部 2 0 も加えて図示 している。配線部 2 0 は、第 2

の基板 1 7 の同一の面上に金属層 1 6 と共に形成されており、電気伝導性を

有する材料であれば、 どのような材料で形成されていてもよい。図 2 に示 し

た有機発光素子 1 0 では、配線部 2 0 は金属層 1 6 と同 じ材料により、金属

層 1 6 と一体で形成されている。言い換えると、配線部 2 0 は、前記金属層

6 と同 じ金属か らな り、金属層に電気的に接続 している。すなわち、配線

部 2 0 は第 2 の基板 1 7 上に金属層 1 6 と同時に形成された後、金属層 1 6

をA I 薄層 1 5 に密着する際に、端子部 1 9 に電気的に接続される。 これに

より金属層 1 6 と端子部 1 9 を電気接続するための配線部を別途形成するよ

りも有機発光素子の製造工程を簡略化できるだけでな く、真空成膜法により

配線部を別途形成する場合に有機発光層が熱などによりダメージを受けるこ

とを防止することができる。

[0054] 図 2 では端子部 1 9 と配線部 2 0 が接するように、端子部 1 9 の厚さを陽

極 1 2 、有機化合物層 1 3 、 A I 薄層 1 5 の合計の厚さと同 じに してあるが

、第 1 の基板 1 1 および/ または第 2 の基板 1 7 を可撓性基板 とすることで

、端子部 1 9 の厚さを、電気伝導性を損なわない範囲で小さくすることもで

きる。 また端子部 1 9 と配線部 2 0 が重なる部分で、 これ らを導電性接着剤

などで電気接続 してもよい。

[0055] 端子部 1 9 は、前記第 1 の基板 1 1 上の少な くとも外縁部の一部を含む領



域に設けられ、前記陰極 1 4 を電源に電気接続するように作用する。そのた

め導電性を有する材料であればどのような材料で形成されてもよい。端子部

9 の形成方法は、上記陽極 1 2 の形成と同様の方法を使用することができ

るが、端子部 1 9 の材料として陽極 1 2 と同 じ材料を用いて、基板 1 1上に

陽極 1 2 を形成する際に、端子部 1 9 を陽極 1 2 とともに形成することで有

機発光素子の製造工程を簡略化できる。

[0056] 金属層 1 6 は、金属層 1 6 をA I 薄層 1 5 に接するように密着させた後、

第 2 の基板 1 7 から剥離されることで形成されてもよい。金属層 1 6 がこの

ようにして形成される場合、第 2 の基板 1 7 としては、表面に酸化ケィ素な

どの絶縁膜が形成された金属箔ゃポリイミ ドシ一 卜などが用いられる。この

場合の第 2 の基板 1 7 の形状は平板状でも円筒状でもよい。また剥離を容易

にするため、第 2 の基板 1 7 の表面に、剥離層を形成 してもよく、剥離層を

、加熱によって軟化する材料で形成することで、金属層 1 6 を任意のパター

ンで形成することもできる。なお剥離工程は大気圧下で行つてもよい。

[0057] 有機発光素子 1 0 を長期安定的に用いるために、有機発光素子 1 0 を外部

の水分や酸素から保護するための保護層や保護力 一を設けることが好まし

し、。保護層は有機発光素子 1 0 の上部および/ または側部を覆うように接 し

て設けられる。保護層の材料としては、高分子化合物、金属酸化物、金属フ

ッ化物、金属ホウ化物や、窒化ケィ素、酸化ケィ素等のシリコン化合物など

を用いることができる。また、これらの保護層が積層されていてもよい。保

護カバ一は有機発光素子 1 0 の上部および/ または側部を覆うように、有機

発光素子 1 0 に接することなく設けられる。保護カバ一としては、ガラス板

、表面に低透水率処理を施 したプラスチック板、金属などを用いることがで

きる。この保護カバーは、熱硬化性樹脂や光硬化性樹脂で第 1 の基板 1 1 と

貼 り合わせて、少なくとも有機発光素子 1 0 の発光部分を密閉することが好

ましい。保護カバ一は第 2 の基板 1 7 が兼ねてもよい。陰極 1 4 の酸化など

を防止 しやすくなることから密閉空間内に窒素、アルゴン、ヘ リウムのよう

な不活性なガスを封入することが好ましい。



[0058] 図 3 は本発明の有機発光素子の製造方法により製造される有機発光素子の

別の一例を示 した断面概略図である。有機発光素子 3 0 は、第 1 の基板 3 1

上に、陽極 3 2 と、少なくとも発光層を含む有機化合物層 3 3 と、陰極 3 4

が順次積層された構造を有 し、陰極 3 4 は、有機化合物層 3 3 に隣接するA

I 薄層 3 5 と、 A I 薄層 3 5 の前記有機化合物層 3 3 と隣接する面とは反対

の面に隣接する金属層 3 6 を有する。陰極 3 4 を形成する工程は、 （ί ) 有

機化合物層 3 3 に隣接 して、光透過性を有するA I 薄層 3 5 を形成するA I

薄層形成工程と、 （ί ί ) A I 薄層 3 5 の、有機化合物層 3 3 に隣接する面

とは反対の面に隣接 して、光反射性を有する金属層 3 6 を積層する金属層積

層工程とを含む。本発明の有機発光素子の製造方法では、前記A I 薄層形成

工程は 1 X 0 -8~ 1 X 1 D -2P a の真空中で行われ、前記A I 薄層形成工程

で得 られたA I 薄層を、前記金属層積層工程により該A I 薄層に隣接 して金

属層が積層されるまで、 1 X 0 -8~ 1 X 0 -2P a の真空中に保持する。有

機発光素子 3 0 では、金属層 3 6 は、第 1 の基板 3 とは別の基板上に一旦

形成された後で貼 り合わされることなく、 A I 薄層 3 5 上に直接成膜されて

いる。

[0059] 図 1 に示 した有機発光素子 1 0 におけるA I 薄層 1 5 と同様に、有機発光

素子 3 0 におけるA I 薄層 3 5 は有機化合物層 3 3 へ効率的な電子注入を行

うため、 1 X 1 0 -8~ 1 X 0 -2P a の真空中で有機化合物層 3 3 に接 して形

成される。 A I 薄層 3 5 は真空成膜法を用いて成膜され、具体的には真空蒸

着法 （抵抗加熱蒸着法、誘導加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法など）、 スパ ッ

タリング法、イオンプレーティング法、C V D法などの方法で成膜され、中

でも大面積を均一な膜厚で成膜することが容易な真空蒸着法による成膜が好

ましい。

[0060] 金属層 3 6 は、 A I 薄層 3 5 の光反射性と電気伝導性を補うための層であ

り、 A I 薄層 3 5 の成膜の後に、 1 X 0 -8~ 1 X 0 -2P a の真空中で成膜

される。金属層 3 6 の材料としては、光反射性と電気伝導性を有 し、 A I よ

りも低温で成膜が可能な金属の単体または合金が用いられる。金属層 3 6 と



してはA g 、 S b 、 I n 、 M g 、 M n 、 P b および Z n か らなる群 より選択

される少な くとも 1 種の金属 またはその合金か らなる金属層であることが好

ま しい。金属層 3 6 と しては、中でも可視光領域の全域 にわたって光反射率

の高いA g および P b か らなる群 より選択される少な くとも 1 種の金属 また

はその合金か らなる金属層が好ま しく、 A g か らなる金属層が特 に好ま しい

。金属層 3 6 は真空成膜法により成膜 されるが、比較的低温で成膜でき、 ま

た大面積 を均一な膜厚で成膜することが容易な真空蒸着法による成膜が好ま

しい。金属層 3 6 をこのように形成することで、 A I の効率的な電子注入の

特性 を維持 しなが ら、有機化合物層への熱などによるダメ一ジを抑制できる

[0061 ] 金属層 3 6 の厚 さは、形成が容易で、光反射性 と電気伝導性が高い観点か

ら7 0 n m ~ 1 0 mが好ま しく、 1 0 0 n m ~ 1 从mがより好ま しい。

[0062] 本発明の有機発光素子の製造方法で製造される有機発光素子は、マ トリツ

クス方式またはセグメン 卜方式による画素 と して画像表示装置に好適に用い

られる。 また、上記有機発光素子は、画素を形成せずに、面発光光源等の照

明装置 と しても好適に用い られる。

[0063] 本発明の有機発光素子の製造方法で製造される有機発光素子は、具体的に

は、 コンピュータ、テ レビ、携帯端末、携帯電話、 力一ナ ビゲ一シ ヨン、標

識、看板、 ビデオカメラの ビューファインダ一等における表示装置、バ ック

ライ ト、 電子写真、照明、 レジ ス 卜露光、読み取 り装置、イ ンテ リア照明、

光通信シ ステ ム等における光照射装置に好適に用い られる。

実施例

[0064] 次 に本発明について実施例 を示 してさらに詳細に説明するが、本発明はこ

れ らによって限定されるものではない。

[0065] [ 発光材料溶液の調製 ]

W O 2 0 0 / 0 6 5 2 号公報の実施例 に記載 された方法に従 って下

記式で表 される燐光発光性高分子化合物 （A ) を合成 した。高分子化合物 （

A ) の重量平均分子量は 5 2 ， 0 0 0 、各繰 り返 し単位のモル比は k ：m ：



n = 6 ：4 2 ：5 2 であった

[0066] [ 化 1]

[0067] この燐光発光性高分子化合物 （A ) 3 重量部を 9 7 重量部の トルエンに溶

解させ、発光材料溶液 （以下、 「溶液 A 」 ともいう。）を調製 した。

[0068] [ 実施例 1 ]

有機発光素子として、図 2 に示 した有機発光素子 1 0 を、以下の方法によ

り作製 した。

[0069] まず第 1 の基板 1 1 と しての石英ガラスか らなるガラス基板 （2 5 m m角

、厚さ 1 m m ) 上に、スパ ッタ装置 （キャノンァネルバ株式会社製 E —4 0

s ) を用いて、スパ ッタ リング法により陽極 1 2 と して厚さ 1 5 0 n mの

T O の薄膜を 2 O m m角の発光領域に対応 してパターン形成 し、同時にガ

ラス基板の一辺に端子部 1 9 と して 1 5 0 | の膜厚の 1 T O膜 を形成 した

[0070] 次 に、 I T 0 陽極 1 2 上に溶液 A をスピンコ一 卜法 （3 0 0 0 r p m、 3

0 秒間）により塗布 し、窒素雰囲気下、 1 4 0 °C で 1 時間放置 し乾燥するこ

とで、有機化合物層 1 3 の一部 としての発光層を 8 0 n mの膜厚で形成 した

[0071 ] 次 に、真空蒸着装置を用いて、 3 . 3 X 1 0 -4 P a の真空中で、バソフェナ

ン トロリンとリチウムを重量比が 9 5 ：5 となるように発光層上に共蒸着 し

、有機化合物層 1 3 の一部 として電子輸送層を 2 0 n mの膜厚で形成 した。

[0072] 次 に、真空蒸着装置を用いて、 2 . 1 X 1 0 -4 P a の真空中で、 A I 薄層 1

5 と して電子輸送層上に 5 n mの A I 層 を形成 した。



[0073] —方、第 2 の基板 1 7 として、石英ガラスからなるガラス基板 （2 3 m m

角、厚さ0 . 2 5 m m) 上に、真空蒸着装置を用いて 7 0 n mのA g 層を形

成 した。これを上記のA I 層の形成後のガラス基板上に、真空蒸着装置内で

2 . 1 X 1 0 -4P a の真空を保ったまま、A g 層がA I 層と端子部 1 9 として

の I T O膜とに接するように圧着 し、光硬化性樹脂を用いて第 1の基板 1 1

と第 2 の基板 1 7 を固定することによって、金属層 1 6 としてのA g 層を形

成 した。

[0074] 作製 した有機発光素子 1 0 に、定電圧電源電流計 （ケイス レ一インスツル

メンッ株式会社製 S M 2 4 0 0 ) を用いて電圧を印加 し、有機発光素子 1 0

の第 1 の基板 1 1 に垂直な方向における発光強度を輝度計 （株式会社 卜プコ

ン製 B M—9 ) で計測 した。そして、電流密度に対する発光強度の比から発

光効率を決定 したところ、発光効率は3 5 c d / A であった。また、発光面

を目視で観察 したところ、輝度の分布は均一であつた。

[0075] [ 実施例 2 ]

金属層 1 6 として、 7 0 n mのA g 層に替えて 1 2 0 n mのA I 層を形成

したほかは、実施例 1 と同様にして有機発光素子 1 0 を作製 した。作製 した

有機発光素子の発光効率は3 7 c d / A であり、発光面内の輝度の分布は、

目視で均一であった。

[0076] [ 実施例 3 ]

有機発光素子として、図3 に示 した有機発光素子3 0 を、以下の方法によ

り作製 した。

[0077] まず、実施例 1 と同様にして、第 1の基板 3 としてのガラス基板上に、

有機化合物層 3 3 としての発光層および電子輸送層、A I 薄層 3 5 としての

A I 層をそれぞれ形成 した。

[0078] 次にA I 層の形成に用いた真空蒸着装置内で、A I 層の形成後に2 . X

1 0 -4P a の真空を保ったまま、金属層 3 6 として 1 0 0 n mのA g 層を真空

蒸着により成膜 した。作製 した有機発光素子3 0 の発光効率は3 3 c d / A

であり、発光面内の輝度の分布は、目視で均一であった。



[ 比較例 1 ]

実施例 3 において、金属層 3 6 を形成せずに、 A I 薄層 3 5 と しての A I

層の厚 さを 5 n m か ら 1 0 0 n m に変更 し、 A I 層 を光反射性の陰極 とする

ことで有機発光素子を作製 した。作製 した有機発光素子の発光面内の平均発

光効率 は 1 6 c d / A であ り、発光面内の輝度の分布は、 目視で不均一であ

つた。

符号の説明

1 0 • · 有機発光素子

1 - • 第 1 の基板

1 2 • · 陽極

1 3 • · 有機化合物層

1 4 • · 陰極

1 5 A I 薄層

1 6 • · 金属層

1 7 • 第 2 の基板

1 8 • · 接着部材

1 9 • · 端 子部

2 0 • · 配線部

3 0 • · 有機発光素子

3 - • 第 1 の基板

3 2 • · 陽極

3 3 • · 有機化合物層

3 4 • · 陰極

3 5 A I 薄層

3 6 • · 金属層



請求の範囲

[ 請求項 1] 第 1 の基板、陽極、少な くとも発光層 を含む有機化合物層、 および

光反射性の陰極 が この順で積層 された有機発光素子の製造方法であ つ

て、

前記光反射性の陰極 を形成する工程が、

( ί ) 前記有機化合物層 に隣接 して、厚 さが 0 . 1 ~ 1 0 n m の

A I 薄層 を形成する A I 薄層形成工程 と、

( ί ) 前記 A I 薄層の、前記有機化合物層 に隣接する面 とは反

対の面 に隣接 して、厚 さが 7 0 n m ~ 0 从m の金属層 を積層する金

属層積層工程 とを含み、

前記 A I 薄層形成工程 を 1 X 0 -8~ 1 X 1 -2 P a の真空中で行

し、、前記 A I 薄層形成工程で得 られた A I 薄層 を、前記金属層積層ェ

程 によ り該 A I 薄層 に隣接 して金属層が積層 されるまで、 1 X 1 0 -8

0 -2 P a の真空中に保持する、有機発光素子の製造方法。

[ 請求項2] 前記 A I 薄層形成工程が、前記有機化合物層の表面 に真空蒸着法 に

よ り前記 A I 薄層 を形成する工程であ り、

前記金属層が、 A g 、 S b 、 l n 、 M g 、 M n 、 ？匕ぉょび 乙 门か

らなる群 よ り選択 される少な くとも 1 種 の金属 またはその合金か らな

し」、

前記金属層積層工程が、前記 A I 薄層の表面 に真空蒸着法 によ り前

記金属層 を形成する工程である、請求項 1 に記載の有機発光素子の製

力法。

[ 請求項 3 ] 前記金属層積層工程が、第 2 の基板上 に形成 された厚 さが 7 0 n m

~ 1 0 m の金属層 を、前記第 2 の基板 とともに前記 A I 薄層 に密着

させることで積層する工程である、請求項 1 に記載の有機発光素子の

製造方法。

[ 請求項4] 前記金属層が、 A g 、 A I および R h か らなる群 よ り選択 される少

な くとも 1 種 の金属 または合金か らなる、請求項 3 に記載の有機発光



素子の製造方法。

[ 請求項 5] 前記陰極 を形成する工程が、前記金属層積層工程の後 に、前記金属

層 を前記第 2 の基板か ら剥離する工程 を含む、請求項 3 または 4 に記

載の有機発光素子の製造方法。

[ 請求項 6] 前記有機発光素子が、前記第 1 の基板上の少な くとも外縁部の一部

を含む領域 に、前記陰極 を電源 に電気接続するための端子部 を有 し、

前記第 2 の基板が、前記金属層 と同一の面上 に、前記金属層 と同 じ

金属か らな り、前記金属層 に電気的に接続 した配線部 を有 し、

前記金属層積層工程 において、前記端子部 と前記配線部 とを電気的

に接続する、請求項 3 または 4 に記載の有機発光素子の製造方法。

[ 請求項7] 前記有機化合物層が、前記 A I 薄層 に隣接 したアル カ リ金属 または

アル カ リ金属化合物 を含む電子輸送層 を有する、請求項 1 ~ 6 のいず

れか一項 に記載の有機発光素子の製造方法。







INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 0 6 9 3

A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
H05B33/1 0 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) f H01L51 / 5 0 ( 2 0 0 1 ) f H05B33/0 6 ( 2 0 0 . 0 1 ) i , H05B33/2 6

( 2 0 0 6 . 0 1 ) i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
H 0 5B3 3 / 1 0 , H 0 1 L 5 1 / 5 0 , H 0 5B3 3 / 0 6 , H 0 5B3 3 / 2 6

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2013

Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2013 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2013

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

J P 1 1 - 2 6 1 6 7 A (Mit subi shi Chemi cal C o r p . ) 2 , 7

2 9 January 1 9 9 9 ( 2 9 . 0 1 . 1 9 9 9 ) ,

paragraph s [ 0 0 3 8 ] , [ 0 0 5 6 ] ； fig . 4
& U S 6 1 2 1 7 2 7 A & E P 8 6 9 7 0 1 A 2

& D E 6 9 8 1 5 5 7 6 D & D E 6 9 8 1 5 5 7 6 T

J P 2 0 1 0 - 1 5 9 9 8 A ( S emi conducto r Energy 2 , 7

Laboratory C o . , Ltd . ) ,

2 1 January 2 0 1 0 ( 2 1 . 0 1 . 2 0 1 0 ) ,

paragraph s [ 0 0 5 2 ] , [ 0 0 5 4 ]

( a m i l y ： none )

J P 1 0 - 3 3 5 0 6 0 A ( Sony Corp . ) ,

1 8 D e cember 1 9 9 8 ( 1 8 . 1 2 . 1 9 9 8 ) ,

paragraph [ 0 0 8 8 ] ； fig - 1

( a m i l y ： none )

Further documents are listed in the continuation of Box C. See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination
"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art

"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
2 8 January , 2 0 1 3 ( 2 8 . 0 1 . 1 3 ) 0 5 February , 2 0 1 3 ( 0 . 0 2 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent O f f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 0 6 9 3

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT
P

Category* COPitation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.
か◦

Y 7

ぶ◦∞

A J P 1 1 - 3 2 9 7 4 3 A (Stanley E l ectri c Co . , Ltd . ) , 3 - 6
3 0 November 1 9 9 9 (3 0 . 1 1 . 1 9 9 9 ) ,
paragraph s [ 0 0 4 5 ] t o [ 0 0 4 8 ]
( ami l y ： none )

A J P 2 0 02 - 2 3 7 3 8 2 A (Stanle
ョ
y E l ectri c Co . , Ltd . ) , 3 - 6

2 3 Augu s t 2 0 0 2 (2 3 . 0 8 . 2 0 02 ) 二, 、
paragraph [ 0 0 2 3 ]
( ami l y ： none )

o
ォ

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (July 2009)



国際調査報告 国際出願番 号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 0 6 9 3

発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H05B33/10 (2006. 01) i , H01L51/50 (2006. 01) i , H05B33/06 (2006. 01) i , H05B33/26 (2006. 01) i

B . — 調査 を行 った分野

調査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H05B33/10, H01L51/50, H05B33/06, H05B33/26

最小 限資料以外の資料 で調査 を行 った分野に含 まれ るもの

日本 国実用新案公報 9 2 2 - 1 9
日本 国公 開実用新案公報 9 7 1 - 2 0
日本 国実用新案登録公報 9 9 6 - 2 0
日本 国登録実用新案公報 9 9 4 - 2 0

国際調査で使用 した電子デ -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調査 に使用 した用語 )
6333
年年年年

C . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及び一部 の箇所 が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項 の番号

Y J P 1 1 - 2 6 1 6 7 A (三 菱 化学株 式会社 ） 1 9 9 9 . 0 1 . 2 9 、 2 、 7

段落 【0 0 3 8 】、 【0 0 5 6 】、図 4

& US 612 1727 A & EP 869701 A2 & DE 69815576 D & DE 69815576 T

Y J P 2 0 1 0 - 1 5 9 9 8 A (株 式会社 半導体エ ネ ル ギ ー 研 究所） 2 2 、 7

0 1 0 . 0 1 . 2 1 、段落 【0 0 5 2 】、 【0 0 5 4 】

( フ ア ミ リー な し）

c 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水準 を示す 「Τ 」国際出願 日又 は優先 日後 に公表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発 明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前 の出願 または特許 であ るが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発行 の新規性又 は進歩性 がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた めに引用す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示、使用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前 で、かつ優先権の主張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
2 8 . 0 2 0 1 3 0 5 . 0 2 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及 びあて先 特許庁審査官 （権限のあ る職員） 2 O 3 9

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 中 山 佳美
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 2 7

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ージ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 0 8 0 6 9 3

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテゴリー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

Y J P 1 0 - 3 3 5 0 6 0 ニー株式会社） 1 9 9 8 . 1 2 . 1 8
段落 【0 0 8 8 】、図 1

( フ ア ミ リーなし）

Y J P 1 0 - 2 7 0 1 7 2 A (城戸 淳ニ） 1 9 9 8 . 1 0 . 0 9 、段落
【0 0 2 9 】

& US 6013384 A & EP 855848 A3 & EP 855848 A2 & CN 1190322 A

A J P 1 1 - 3 2 9 7 4 3 A (ス タ ン レー電気株式会社）1 9 9 9 . 1 1 . 3 - 6

3 0 、段落 【0 0 4 5 】乃至 【0 0 4 8 】

(フ ア ミ リーなし）

A J P 2 0 0 2 - 2 3 7 3 8 2 A (ス タ ン レー電気株式会社） 2 0 0 2 3 - 6

0 8 . 2 3 、段落 【0 0 2 3 】

(フ ア ミ リーなし）

様式P C T I S A 2 1 0 (第 2ページの続き） （2 0 0 9年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

